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令 和 元 年 度 北 上 市

決算の報告
~End of the fiscal period~

歳入

歳出

市税
134億8,016万円

繰入金
(基金や他の会計から
繰り入れるお金)
11億9,180万円

寄附金 (ふるさと寄附を含む)
16億4,952万円

財産収入 (土地売り払い･貸し付けなど)
1億6,506万円

使用料および手数料
(公共施設の使用料など)
6億8,349万円

分担金および負担金
1億8,263万円

その他
19億988万円

地方交付税
(市町村の財政力に応じ
国が交付するお金)
54億4,156万円

歳入 ( 市に入ってきたお金 )
425億9,417万円
前年度から27億4,336万4千円増(+6.9％)

国庫支出金
(国が市に対し、特定の事
業に使い道を指定して交
付するお金)
68億6,543万円

市債
(市が事業を行うために
計画的に借りるお金)
55億3,110万円

県支出金
(県からの補助金など)
28億9,398万円

その他
25億9,956万円

歳入
425億9,417万円

自主財源…市が自らの機能で
調達するお金
依存財源…国や県が権限･基
準により交付するお金

　

令
和
元
年
度(

平
成
31
年
４
月
１
日
～
令

和
２
年
３
月
31
日)

の
市
の
決
算
が
、
９
月

の
市
議
会
通
常
会
議
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

◆
歳
入(

収
入)

　

地
方
交
付
税
な
ど
が
減
額
と
な
っ
た
も
の

の
、
市
税
の
う
ち
個
人
市
民
税
と
軽
自
動
車

税
が
増
加
、
国
庫
支
出
金
や
寄
附
金
、
市
債

な
ど
が
増
加
し
た
こ
と
に
よ
り
、
歳
入
全
体

と
し
て
は
前
年
度
比
６･

９
％
の
増
額
と
な
り

ま
し
た
。

◆
歳
出(

支
出)

　

義
務
的
経
費
の
う
ち
公
債
費
が
大
き
く
減

少
し
ま
し
た
が
、
病
院
建
設
補
助
や
給
食
セ

ン
タ
ー
の
整
備
、
橋
の
整
備
と
い
っ
た
投
資

的
経
費
が
大
幅
な
増
加
と
な
っ
た
こ
と
に
よ

り
、
歳
出
全
体
と
し
て
は
前
年
度
比
７･

４
％

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

項目 金額
固定資産税 65 億 7,167 万円
個人市民税 57 億 8,176 万円
市たばこ税 8億 641 万円
軽自動車税 3億 877 万円
その他 1,155 万円

■市税の内訳

■問い合わせ　財政課☎72-8249

自主財源
192億6,254万円

依存財源
233億3,163万円

(単位:億円)

100

200

300

400

500

20

30

40

50

60

70

80

公債費

 市債残高

R1H30H29H28H27H26H25H24H23H22

487 469 447 432
396 374 356 346 353

379

52
48

68

53
46 44

36
32

50
46

■公債費･市債残高の動き

　平成23～30年度の経営改革によ

り市債残高(借金)の縮減に取り組

んできました。 経営改革
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■基金残高の動き
　(財政調整基金と市債管理基金の合計)

　一般財源を抑制し基金の取り崩

しを最小限に抑えた結果、基金残

高は回復してきました。

(単位:億円)
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令和元年度
北上市決算の報告

特別会計

会計 歳入 歳出 差し引き

国民健康保険 72 億 5,271 万円 72 億 4,318 万円 953 万円

後期高齢者医療 15 億 8,992 万円 15 億 8,630 万円 362 万円

介護保険 80 億 2,971 万円 78 億 9,245 万円 13,725 万円

工業団地事業 16 億 3,381 万円 16 億 3,365 万円 16 万円

農業集落排水事業 7億 6,244 万円 7億 6,244 万円 0

駐車場事業 3億 312 万円 3億 311 万円 1万円

宅地造成事業 1,532 万円 1,479 万円 53 万円

電気事業 1億 9,146 万円 1億 6,857 万円 2,289 万円

土地取得 77 万円 77 万円 0

合計 197 億 7,926 万円 196 億 526 万円 1億 7,400 万円

■特別会計決算額の一覧 ※歳入と歳出は表示単位未満四捨五入のため、差し引きと合計が一致しない場合があります。 　

９
つ
の
特
別
会
計
の
合
計
は
歳
入
が
１
９

７
億
７
９
２
６
万
円
、
歳
出
が
１
９
６
億
５

２
６
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
令
和
元
年
度
は

全
て
の
特
別
会
計
で
黒
字
決
算
と
な
り
ま
し

た
。

令和元年度の主な事業
★
１ 

子
ど
も･

妊
産
婦
医
療
費
給
付

事
業
【
民
生
費
】 

支
出
済
額:

１
億
６
４
２
１
万
円

乳
幼
児
か
ら
高
校
生
ま
で
の
子
ど
も
、

妊
産
婦
に
医
療
費
を
給
付
し
、
医
療
費

負
担
軽
減
を
図
り
ま
し
た
。

★
２ 

ラ
グ
ビ
ー
ワ
ー
ル
ド
カ
ッ
プ
２
０

１
９
公
認
キ
ャ
ン
プ
地
推
進
事
業
、
施

設
整
備
事
業
【
教
育
費
】

支
出
済
額:

８
５
０
万
円(

推
進)
、
３

１
５
７
万
円(

施
設
整
備)

ウ
ル
グ
ア
イ
代

表
を
一
丸
と

な
っ
て
応
援

で
き
ま
し
た
。

今
回
の
交
流

は
、
ま
た
と
な

い
貴
重
な
体

験
と
な
り
ま
し

た
。

★
３ 

拠
点
間
交
通
運
行
事
業(

お
に

丸
号)

【
土
木
費
】

支
出
済
額:

６
１
６
万
円

定
時
定
路
線

の
有
償
運
送

を
実
施
し
、
都

市
拠
点
と
地

域
拠
点
と
を

結
ぶ
市
民
の

大
事
な
足
と

な
り
ま
し
た
。

一般会計

歳出 ( 市が使ったお金 )
418億1,041万6千円
前年度から28億8,407万5千円増(+7.4％)

消防費
15億9,429万円

歳入

歳出
民生費 ★1
(障がい者福祉費、生活保
護費、保育園運営など)
127億3,092万円

歳出
418億1,042万円

土木費 ★3 
(道路維持補修、公
園緑地管理、市営
住宅管理など)
42億8,073万円

教育費 ★2 
(幼稚園･小中学校
管理、給食実施など)
59億8,287万円

公債費
(借入金の返済)
31億5,311万円

商工費
(ふるさと納税PR、北
上･みちのく芸能まつ
り事業費補助金、観光
施設管理など)
28億9,654万円

衛生費
(健康診査、家庭ごみ
収集運搬など)
35億9,698万円

農林水産業費
18億2,923万円

議会費
2億5,248万円

その他
1億9,921万円

北上･みちのく芸能まつり

保育園で過ごす園児たち

2021年周年記念事業ロゴマーク

総務費
(地域づくり交付金、庁舎
管理、シティプロモーショ
ン推進など)
52億9,406万円
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北上市の財政状況
◆
健
全
化
判
断
比
率

　

市
町
村
な
ど
の
財
政
の
健
全
度
を
示
す
健

全
化
判
断
比
率
の
数
値
は
、
い
ず
れ
も
基
準

を
下
回
り
健
全
な
状
態
で
す
。

　

実
質
公
債
費
比
率
は
、
行
政
改
革
期
間
中

の
投
資
的
経
費
の
抑
制
に
よ
り
、
公
債
費
の

ピ
ー
ク
で
あ
る
平
成
26
年
度
以
降
は
改
善
傾

向
が
続
い
て
い
ま
す
。

　

将
来
負
担
比
率
は
、
平
成
19
年
度
に
は
２

０
０
％
を
超
え
て
い
ま
し
た
が
、
市
債
の
償

還
が
進
み
改
善
傾
向
が
続
い
て
い
ま
し
た
。

令
和
元
年
度
は
、
近
年
の
普
通
建
設
事
業
の

増
加
に
伴
い
、
比
率
が
増
加
に
転
じ
て
い
ま

す
が
、
引
き
続
き
健
全
な
数
値
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

な
お
、
各
会
計
や
公
営
企
業
は
黒
字
決
算

で
あ
る
た
め
、
実
質
赤
字
比
率･

連
結
実
質
赤

字
比
率
は
、
算
定
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。

◆
用
語
の
解
説

実
質
公
債
費
比
率
…
借
金
の
年
間
返
済
額
の

大
き
さ
を
市
の
財
政
規
模(

収
入)

に
対
す

る
割
合
で
表
し
た
も
の
で
す
。
数
字
が
少
な

い
ほ
ど
、
借
金
が
少
な
く
資
金
繰
り
が
う
ま

く
い
っ
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
す
。

将
来
負
担
比
率
…
将
来
返
済
す
る
分
も
含
め

て
借
金
全
体
の
大

き
さ
を
市
の
財
政

規
模(

収
入)

に
対

す
る
割
合
で
表
し

た
も
の
で
す
。
数
値

が
小
さ
い
ほ
ど
、
将

来
の
負
担
が
少
な

い
と
い
う
こ
と
で

す
。

一般会計　★きたかみさん家
ち

の家計簿
　令和元年度の一般会計決算額を、年収500万円の家計に置き換えてみました。きたかみさんは給料などのほか、親
からの仕送りや借金をしながら生活しています。　※実際の家計とは単純に比較できない部分もありますが、参考にご覧ください。

収　入 ( 歳入 ) 支　出 ( 歳出 )
【家族の生活費】

食費(職員給与などの人件費)

光熱費などの雑費(備品購入、委託料などの物件費)

町内会費(補助金など)

車や家財などの修理代(施設などの維持補修費)

医療費･介護費用(生活保護などの扶助費)

　【生活費以外の支出】

借金の返済(公債費)

家の増改築費(公共事業など)

子どもたちへの仕送り(他会計への繰出金)

預金(投資、出資金、翌年度繰越金)

支出合計

◆借金の残高

…59 万円

…84 万円

…53 万円

…5万円

…88 万円

…38 万円

…101 万円

…42 万円

…30 万円

…500 万円

…453 万円

【家族で稼いだお金】

給料(市税)

パート収入(寄附金、施設使用料など)

資産運用収入(土地売り払い･貸し付けなど)

【稼ぎ以外のお金】

親からの仕送り(地方交付税、国・県からの補助金など)

借金(市債)

預金の取り崩し(基金、前年度繰越金など)

収入合計　

◇預金残高

…158 万円

…41 万円

…2万円

…209 万円

…65 万円

…25 万円

…500 万円

…105 万円

(単位:％)
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■健全化判断比率の動き

　実質公債費比率、将来負担比率とも基準値を下回り健全な状態です。
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下水道事業会計

税金はみんなが納めるものだから、下

水道が整備されていないところに住

む人にとっては不公平ではないです

か？一定程度とは具体的にどのくら

いですか？

下水道は公衆衛生の向上や水質保全

に広く寄与していますので、税金で

まかなう費用について国が一定の基

準を示しています。

令和元年度の補助金６億円のうち、国の基

準に基づく金額は3.8億円でした。よって残

りの2.2億円は、本来は下水道使用料などで

まかなう必要があるのですが、金額が不足

しているため一般会計からの補助金で補て

んしているのです。

なるほど、よく分かりました。それ

では今後の下水道事業はどのように

運営していくのですか？

皆さんがより安心して下水道施設を

継続利用できるように、施設の適切

な維持管理と一層のコスト縮減を推

進していきます。

一方で、下水道使用料だけでは維持管理費

用をまかなえない状況が続いています。こ

うしたことから、早期にあるべき下水道使

用料水準の検討を行っていきます。

おしえて！スイスイくん！
　スイスイくんは、下水道法制定100周年を記

念して誕生した下水道のマスコットキャラク

ター。何事も水に流してしまう、穏やかでおっ

とりとした性格の持ち主です。

　そんなスイスイくんに下水道事業会計の決算に

ついて聞いてみました。

項目 金額

下水道使用料 13.5 億円

一般会計からの補助金 6.0 億円

その他 3.4 億円

合計 22.9 億円

【収入】

項目 金額

減価償却費 10.4 億円

汚水処理費用 9.8 億円

借入金利息 3.2 億円

合計 23.4億円

【支出】

①下水道施設を維持管理するための収入と支出
収入22.9億円 － 支出23.4億円 ＝ △0.5億円(純損失)

◆
下
水
道
事
業
会
計
と
は

　

下
水
道
事
業
は
、
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
受

け
た
人
が
そ
の
費
用
を
負
担
す
る
と
い
う
考

え
方
を
基
本
と
し
、
使
用
料
に
よ
り
運
営
さ

れ
て
い
ま
す
。
こ
の
た
め
、
独
立
し
た
会
計

を
設
け
て
、
経
営･

財
務
状
況
を
毎
年
度
明

ら
か
に
し
て
い
ま
す
。

◆
２
つ
の
収
支
決
算

　

下
水
道
事
業
で
は
、
民
間
企
業
と
同
様
に

｢

複
式
簿
記
会
計｣

に
よ
り
経
理
を
行
っ
て
い

る
た
め
、
収
入
と
支
出
が
次
の
２
つ
に
区
分

さ
れ
ま
す
。

①
下
水
道
施
設
を
維
持
管
理
す
る
た
め
の
収

入
と
支
出(

当
年
度
の
損
益
と
な
る)

②
下
水
道
施
設
を
建
設
す
る
た
め
の
収
入
と

支
出(

資
産
や
負
債
と
な
る)

　

決
算
も
２
つ
に
分
か
れ
る
た
め
、
経
営
成

績
と
財
政
状
況
が
よ
り
明
確
に
な
り
ま
す
。

◆令和元年度決算の内容

下水道施設の維持管理のために、一

般会計から６億円も補助金をもらっ

ているんですね。

そのとおりです。この補助金は皆さ

んが納めた税金が主な原資です。下

水道事業には大きな投資を要するの

で、一定程度を税金でまかなう必要

があるのです。

POINT
一般会計や特別会計と異な
り、減価償却費など現金の支
払いが伴わない費用も計上し
ています。
よって、純損失は会計上の赤
字であり、現金不足が生じた
ものではありません。

項目 金額

企業債 (借入金 ) 7.5 億円

一般会計からの出資金 3.6 億円

国からの補助金 1.8 億円

受益者負担金 0.5 億円

合計 13.4億円

【収入】

項目 金額

企業債 (借入金 )などの償還 15.7 億円

処理場の建設 ･更新費用 3.7 億円

下水道管の建設 ･更新費用 2.6 億円

合計 22.0億円

【支出】

②下水道施設を建設するための収入と支出
収入13.4億円 － 支出22.0億円 ＝ △8.6億円

POINT
②の収支は通常、収入額が
支出額に対して不足します。
この不足分は、減価償却費
など現金の支払いを伴わな
い費用によって蓄えられた
資金で補てんしています。


